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第３章 マンション等の売却に係る法律上の手続き 

３．１ 区分所有法に基づく売却決議 
 

区分所有法に基づく売却決議の流れは図３－１～３－３のとおりである。 

図３－１ 建物敷地売却決議までの手続き（区法 64-6 関係） 

 

  

決定事項 

建物敷地売却決議集会の招集通知の

発出（区法 62⑥（準用）） 

建物敷地売却決議集会の招集通知 

の通知事項に関する説明会の開催 

（区法 62⑧（準用）） 

建物敷地売却決議集会招集時の通知

事項（区法 62⑦、35-1、5） 

①会議の目的たる事項（「建物敷地売

却決議」について問う旨） 

②議案の要領（下記の「建物敷地売

却決議で定める事項(区法 64-6

②)」を要約したもの） 

③建物及びその敷地の売却を必要と

する理由 

④建物及びその敷地の売却をしない

とした場合における建物の効用の

維持又は回復（建物が通常有すべ

き効用の確保を含む。）をするのに

要する費用の額及びその内訳 

⑤建物の修繕に関する計画が定めら

れているときは、当該計画の内容 

⑥建物につき修繕積立金として積み

立てられている金額 

建物敷地売却決議の実施 

（区法 64-6①） 

建物敷地売却決議で定める事項（区

法 64-6②） 

① 売却の相手方となるべき者の氏名

又は名称 

② 売却による代金の見込額 

③ 売却によって各区分所有者が取得

することができる金銭の額の算定

方法に関する事項 

※ 区分所有者（議決権を有しない

ものを除く。）、議決権及び当該敷

地利用権の持分（議決権を有しな

い区分所有者が有するものを除

く。）の価格の各５分の４以上

（一定の事由がある場合は各４分

の３以上）の多数で決議成立 

 

建物敷地売却決議集会の開催日の２か月以上

建物敷地売却決議集会の開催日の１か月以上前 

建物敷地売却決議のための集会の開催 

※ 説明会の開催通知は１週

間以上前の発出で足りる

（区法 62⑨、35①）が、集

会の招集通知に併せて記載

することが望ましい。 

 

通知事項 

説明事項 

建物敷地売却決議集会の準備 

（区分所有者の確定、議決権・敷地利用権の持分価格の確認等） 
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図３－２ 建物取壊し敷地売却決議までの手続き（区法 64-7 関係） 

 

  

決定事項 

建物取壊し敷地売却決議集会の招集

通知の発出（区法 62⑥） 

建物取壊し敷地売却決議集会の招集通

知の通知事項に関する説明会の開催 

（区法 62⑧） 

建物取壊し敷地売却決議集会招集時

の通知事項（区法 62⑦、35-1.5） 

①会議の目的たる事項（「建物取壊し

敷地売却決議」について問う旨） 

②議案の要領（下記の「建物取壊し

敷地売却決議で定める事項(区法

64-6②)」を要約したもの） 

③建物の取壊し及びその敷地（これ

に関する権利を含む。）の売却を必

要とする理由 

④建物の取壊し及びその敷地（これ

に関する権利を含む。）の売却をし

ないとした場合における当該建物

の効用の維持又は回復（建物が通

常有すべき効用の確保を含む。）を

するのに要する費用の額及びその

内訳 

⑤建物の修繕に関する計画が定めら

れているときは、当該計画の内容 

⑥建物につき修繕積立金として積み

立てられている金額 

建物取壊し敷地売却決議の実施 

（区法 64-7①） 

建物敷地売却決議で定める事項（区

法 64-7②） 

①建物の取壊しに要する費用の概算

額 

②前号に規定する費用の分担に関す

る事項 

③建物の敷地の売却の相手方となる

べき者の氏名又は名称 

④建物の敷地の売却による代金の見

込額 

⑤建物の敷地の売却によって各区分

所有者が取得することができる金

銭の額の算定方法に関する事項 

※ 区分所有者（議決権を有しない

ものを除く。）、議決権及び当該敷

地利用権の持分（議決権を有しな

い区分所有者が有するものを除

く。）の価格の各５分の４以上

（一定の事由がある場合は各４分

の３以上）の多数で決議成立 

建物取壊し敷地売却決議集会の 

開催日の２か月以上前 

建物取壊し敷地売却決議集会の 

開催日の１か月以上前 

建物取壊し敷地売却決議のための集会の開催 

※ 説明会の開催通知は１週

間以上前の発出で足りる

（区法 62⑨、35①（準用））

が、集会の招集通知に併せ

て記載することが望まし

い。 

 

通知事項 

説明事項 

建物取壊し敷地売却決議集会の準備 

（区分所有者の確定、議決権・敷地利用権の持分価格の確認等） 
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図３－３ 敷地売却決議までの手続き（区法 76 関係） 

 

  

決定事項 

敷地売却決議集会の招集通知の発出

（区法 75④） 

敷地売却決議集会の招集通知の 

通知事項に関する説明会の開催 

（区法 75⑥） 

敷地売却決議集会招集時の通知事項

（区法 75⑤、35-1.5） 

 

①会議の目的たる事項（「敷地売却決

議」について問う旨） 

②議案の要領（下記の「敷地売却決

議で定める事項(区法 64-6②)」を

要約したもの） 

③敷地売却を必要とする理由 

敷地売却決議の実施 

（区法 76①） 

敷地売却決議で定める事項（区法 76

②） 

①売却の相手方となるべき者の氏名

又は名称 

②売却による代金の見込額 

※ 敷地共有者等の議決権の５分の

４以上の多数で決議成立 

 

敷地売却決議集会の開催日の２か月以上前 

敷地売却決議集会の開催日の１か月以上

敷地売却決議のための集会の開催 

※ 説明会の開催通知は１週間

以上前の発出で足りる（区

法 62⑨、35①）が、集会の

招集通知に併せて記載する

ことが望ましい。 

 

通知事項 

説明事項 

敷地売却決議集会の準備 

（敷地共有者等の確定、議決権の確認等） 
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３．１．４ 売却決議成立から売却合意までの手続き 

売却決議の成立から売却合意に至る区分所有法上の手続きについて解説する。 

 
図３-４ 建物敷地売却決議から売却合意までの手続き（区法 64-6③、63・64） 

 

 
※ 買受指定者（区法64-6③、63⑤）とは、建物敷地売却決議に賛成した各区分所有者

もしくは建物敷地売却決議の内容により売却に参加する旨を回答した各区分所有者

（これらの者の承継人を含む）の全員の合意により、区分所有権及び敷地利用権を買

い受けることができる者として指定された者をいう。 

  

非賛成者 
催告 

（区法 64-6③、63①） 

売却不参加者 

催告を受けた日から２か月以内に回答 

（区法 64-6③、63③） 

売却の合意 

（区法 64-6③、64） 

売渡し請求（区法 64-6③、63⑤） 

催告に対する回答期間の経過から２か月以内 

（区法 64-6③、63⑤） 

参加の回答 不参加の回答 
無回答 

（区法 64-6③、63④） 

建物敷地売却決議集会招集者 

建物敷地売却決議（区法 64-6①）の成立 

賛成者 

売却参加者（買受指定者※を含む） 
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図３-５ 建物取壊し敷地売却決議から売却合意までの手続き（区法 64-7③、63・64） 

 

 
※ 買受指定者（区法64-7①、63⑤）とは、建物取壊し敷地売却決議に賛成した各区分

所有者もしくは建物取壊し敷地売却決議の内容により売却に参加する旨を回答した各

区分所有者（これらの者の承継人を含む）の全員の合意により、区分所有権及び敷地

利用権を買い受けることができる者として指定された者をいう。 

 
  

非賛成者 催告 

（区法 64-7①、63①） 

売却不参加者 

催告を受けた日から２か月以内に回答 

（区法 64-7①、63③） 

売却の合意 

（区法 64-7①、64） 

売渡し請求（区法 64-7①、63⑤） 

催告に対する回答期間の経過から２か月以内 

（区法 64-7①、63⑤） 

参加の回答 不参加の回答 

無回答 
（区法 64-7①、63④） 

 

建物取壊し敷地売却決議集会招集者 

建物取壊し敷地売却決議（区法 64-7①）の成立 

賛成者 

売却参加者（買受指定者※を含む） 
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図３-６ 敷地売却決議から売却合意までの手続き（区法 76③、63・64） 

 

 
※ 買受指定者（区法76③、63⑤）とは、敷地売却決議に賛成した敷地共有者等又は敷

地売却決議の内容により売却に参加する旨を回答した各敷地共有者等（これらの者の

承継人を含む）の全員の合意により、敷地共有持分等を買い受けることができる者と

して指定された者をいう。 

非賛成者 催告 

（区法 76③、63①） 

売却不参加者 

催告を受けた日から２か月以内に回答 

（区法 76③、63③） 

売却の合意 

（区法 76③、64） 

売渡し請求（区法 76③、63⑤） 

催告に対する回答期間の経過から２か月以内 

（区法 76③、63⑤） 

参加の回答 不参加の回答 

無回答 
（区法 76③、63④） 

 

敷地売却決議集会招集者 

敷地売却決議（区法 76①）の成立 

賛成者 

売却参加者（買受指定者※を含む） 
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３．１．５ 賃貸借の終了請求等の手続き 

（１）賃貸借の終了請求 
売却決議があったときは、売却決議に賛成した区分所有者等は、専有部分の賃借人に対し、

賃貸借の終了を請求することができ、その請求があったときは、当該専有部分の賃貸借は、

その請求があった日から６か月を経過することによって終了する（区法 64-6③、64-2②／

64-7③、64-2②）が、専有部分を賃貸している区分所有者は、賃貸借の終了により通常生じ

る損失の補償金を支払うことになる（区法 64-6③、64-2③／64-7③、64-2③）。専有部分を

賃貸している区分所有者以外の者が賃貸借の終了請求をした場合、その者は、専有部分の区

分所有者と連帯して補償金の弁済義務を負う（区法 64-6③、64-2④／64-7③、64-2④）。賃

借人はこの補償金の提供を受けるまで明渡しを拒むことができる（区法 64-6③、64-2⑤／

64-7③、64-2⑤）。 

なお、請求があった日から６か月を経過する前に補償金を支払ったとしても、請求があっ

た日から６か月を経過するまでは賃貸借契約は終了せず、賃借人に対して明渡しを求めるこ

とはできない。 

 

図３－７ 賃貸借等の終了に関する制度の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）賃貸借の終了請求権者 

賃貸借の終了請求を行うことができる者は、以下のいずれかの者である（区法64-6③、

64-2①／64-7③、64-2①）。 

①賃貸されている専有部分の区分所有者 

②売却決議に賛成した各区分所有者（その承継人を含む。） 

③売却決議の内容により売却に参加する旨を回答した各区分所有者（その承継人を含

む。） 

④②③の全員の合意により賃貸借の終了を請求することができる者として指定された者 
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